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はじめに

かけはしかけはしかけはしかけはし

東日本大震災で被災された皆様には心からお見舞い申し上げま

す。また被災された住民の皆様のために日夜ご尽力されている市

区町村の皆様に、改めて敬意を表します。

今月は、平成23年度（現年度）未納者への納付書の送付を行

う予定です。納付書が届いた方からのご照会は、年金事務所で対

応しますので、ご案内をよろしくお願いします。
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機構からの連絡

「年金確保支援法」が公布されました

国民の高齢期における所得の一層の確保を支援するための

『国民年金及び企業年金等による高齢期における所得の確保

を支援するための国民年金法等の一部を改正する法律（年金

確保支援法）』が平成２３年８月１０日に公布されました。

今回は年金確保支援法の「納付期間の延長（後納納付制度）」

と「第３号被保険者期間の取扱い」について説明いたします。

国民年金保険料が納付できる期間は２年以内となっているところですが、年金確保支援法
（法附則第２条）により、施行日から３年間に限りお申出により納付できる期間が２年から
１０年に延長されます（後納納付制度）。
これは、将来の無年金、低年金の発生を防止し、国民の皆様の高齢期における所得の確保
をより一層支援する観点から、平成24年秋（予定）から3年間に限り、国民年金保険料の
納付可能期間を10年に延長するものです。

「後納納付制度」について



国民年金の第３号被保険者期間に重複する第３号被保険者以外の期間が新たに判明した場合、

それに引続く第3号被保険者期間について、3号特例期間の届出以降に保険料納付済期間とする

取扱いを改め、届出により保険料納付済期間のままとして取り扱うこととされました。

（届出が必要な書類）

①「国民年金第３号被保険者（種別変更・種別確認）３号該当届」

②「該当期間にかかる生計維持関係を証明する書類」

③「第３号被保険者期間に関する生計維持関係申出書」

※①は必須。状況により②又は③の提出が必要です。

○年金確保支援法（３号期間）の代表的な例

パターン１＜年金確保支援法（法附則第２条）＞

記録訂正

判明記録

（解説）
左記の場合届出が２年以上遅延した際は、
これまでは３号特例届を提出していただき、
届出日以降３号納付済期間として認定として
いました。
年金確保支援法では、３号届（年金確保支
援法用）を提出することにより 当初から３

３ 号 期 間

３号以外

記録訂正前

２年より前・２年以内記録訂正後

「第３号被保険者期間の取り扱い」の変更

援法用）を提出することにより、当初から３
号納付済期間となります。
記録が判明した３号以外の期間には、２号
期間、1号未納期間、１号未加入期間、海外
在住期間が含まれます。

３号期間 ３号以外 ３号期間

２年より前 ２年以内

パターン２＜年金確保支援法（法附則第３条：経過措置）＞

３ 号 期 間

２号期間 判明記録

記録訂正

記録訂正前

法施行前に訂正
２年より前 ２年以内

３号期間

３号期間 ２号期間 ３号特例 ３号期間

年金確保支援法（経過措置）

２号期間 ３号期間

記録訂正

（解説）
３号期間として管理されていた期間で、
法施行前に記録訂正したものについても３
号該当届（年金確保支援法用）の提出をい
ただいたうえで、当初より３号期間として
認定されます（経過措置）。
該当者については、自動的に抽出できる
ようシステムを開発中です。
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パターン３＜年金確保支援法の適用なし（３号特例届）＞

３号期間 ２号期間 ３号未届期間

記録訂正

記録訂正後

３号期間 ２号期間 ３号特例 ３号期間

２年より前 ２年以内

記録訂正前
（解説）
当初より３号期間として管理されていな
かった期間又は当初より３号特例として管
理されていた期間については、年金確保支
援法は適用されないことから、２年以上経
過した期間については、これまでと同様に
３号特例期間として管理されます。
また、当初より３号特例期間として管理
されていた期間に重複する３号以外の期間
が判明した場合においても年金確保支援法
は適用されません。

年金記録が正確に把握できなかったために、誤った年金記録に基づいて国民年金

の任意加入をしても受給権が得られないと思い、任意加入の申出を行わず、厚生年

金保険の脱退手当金を受給された方で、脱退手当金を受給した当時、年金記録が正

しく管理されていれば 脱退手当金を受給せずに国民年金の任意加入を行っていた

年金記録の不備により国民年金の任意加入を行わず脱退手当金を
受給された方の取扱いついて
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平成２２年度の国民年金保険料の納付状況については、納付率（現年度分）は５９.３％

で前年度比△０．７ポイントとなりました。低下幅は、前年度と比べ縮小（△２．１ポイ

ント⇒△０．７ポイント）しましたが、引き続き厳しい状況です。

なお、年金事務所ごとの納付率をみると、３１２事務所のうち６０事務所で前年度より

上昇しました。（前年度は３１２の全ての事務所で低下となりました。）

＜過年度分の納付率＞

○ 平成２０年度分納付率 ６６．８％

（平成２０年度末と比較し＋４．８ポイント）

（平成２１年度末と比較し＋１．８ポイント）

○ 平成２１年度分納付率 ６３．２％

（平成２０年度末と比較し＋３．３ポイント）

平成２２年度の国民年金保険料の納付状況（全国計）

しく管理されていれば、脱退手当金を受給せずに国民年金の任意加入を行っていた

と思われる方は、脱退手当金を受給された当時に遡って国民年金の任意加入の申出

（一定の要件に同意する必要があります。）が可能となりました。

このようなケースに該当される方から問い合わせがありましたら、お近くの年金

事務所までご連絡ください。




